
食料品「軽減」?!
消費税
増税

８％のまま軽減ない

「軽減税率」でも格差拡大

高級肉すえおき 牛丼は増税

対象・対象外で混乱

　政府は「低所得者への配慮」のためとして食
料品などに「軽減税率」を導入するといいます。
しかし「軽減」といっても、税率を８%に据え置
くだけで、下がるわけではありません。

　年収に対する消費税の負担率は、現行の８％で
も年収200万未満の人は年収2000万円以上の
人より7.4㌽も重い。それが10%に増税されると
「軽減税率」を実施しても8.7㌽に拡大、格差は
一層広がります。

　「外食」は“ぜいたく”とされ、「軽減税率」の
対象外。そのため100㌘数千円のブランド牛肉を
買っても８％なのに、一杯400円程度の牛丼を店
で食べると10％です。

　▶小売店で買った食品を備え付けのテーブルで
食べる➡10％＝「外食」に当たるため　▶映画館
の売店の飲食料品➡８％＝店頭で飲食料品を販売
しているだけだから　▶そばの出前、ピザの宅配
➡８％＝客が指定した場所に届けるだけだから
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社会保障・教育の財源は、消費税に頼らずに確保できる

大企業優遇税制（研究開発減税など）の見直し 4.0兆円
法人税率を安倍政権前の水準に戻す（中小企業除く） 2.0兆円
株式配当の総合課税など富裕層への証券課税の強化 1.2兆円
所得税・住民税の最高税率を元に戻すなど 1.9兆円

富裕税の創設、相続税の最高税率を元に戻す 1.1兆円
厚生年金・健康保険などの上限引き上げ 2.2兆円

為替取引税・環境税など 1.6兆円
大型公共事業・軍事費・原発推進などの浪費を一掃 3.0兆円

以上の合計（当面の財源）17.0兆円
将来は応能負担の原則で所得税率を累進的に上乗せ 6.0兆円

将来分を含めた合計 23.0兆円

日本共産党の財源提案
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消費税収累計 兆円372
法人３税の減収累計 兆円291

消費税収の８割が
法人税収の穴埋めに消えた
法人税収は法人税、法人住民税、法人事業
税の合計で、89年度と比べた減収額。1８年
度は予算額
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